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第1節　はじめに
多国籍企業は研究開発グローバル化戦略において研究開発拠点の分散化を
はかりながら研究成果の本国集中を進めている1).また技術導入・研究提携
(大企業同士に限らず,ベンチャー企業,大学の間で共同研究や研究委託)
の活用を重視する傾向にある.さらには特許取得を目的とする企業買収を行
なっている2)…　技術導入・研究提携や企業買収の活発化の背景には,近年,
研究開発期間の長期化,資金制軌政府規制によって自前主義の研究開発を
貫くメT)ットが薄れているなかで,研究開発の効率化や研究開発T)スクの分
散化だけでなく,デジタル化時代における開発環境のなかで技術知識の短期
間での獲得が重要視されていることがあると推察される.
日本の多国籍企業においても近年,技術導入・研究提携を視野に入れた研
究開発グローバル化が指向されている.しかし実際に研究提携を行なう上で
の企業間格差が存在している実態が安田(2004)によって明らかにされてい
る.安田(2004)は,研究開発重視企業を対象にして,研究開発活動に占め
る自社内研究部門と海外の研究機関(企業および大学)の比率を論文・特許
出願の状況から精査した結果,同一産業において共同研究…研究委託を手が
ける企業と,もっぱら単独研究に依存している企業が存在している状況を確
認した3).
この論文は,技術導入…研究提携を有利に進めることが可能な企業にはど
のような特徴があるのかについて取り上げるものである,多国籍企業が海外
に存在する技術を求めて現地の開発企業との間で技術導入を目的とする研究
提携を行なう場合,研究パ-トナー(技術の供与先)として選ばれる企業に
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はどのような優位性が必要になるのかを明らかにすることが,この論文の課
題である.研究パートナーの選別問題は一般的に開発効率性,開発資金,研
究成果のスピルオーバーの側面から考察されるが,この論文では技術の取引
価格に与える企業属性,市場要因に着目している…
この論文は以下のように構成されている.第2節では技術導入…研究提携
と企業属性の関係を捉える分析視角が述べられる.第3節では技術供与先の
選別を説明する技術の取引価格決定のモデルが示される.最後の第4節では
まとめとインプリケーションが述べられる…
第2節　分析視角
研究開発活動を国際化4)するのは,海外に存在する優れた研究開発技術者
の獲得や研究インフラの利札　また技術開発能力の高い企業から技術を獲得
することを通じ,自らの技術能力を高めることだけに止まらず,現地市場の
確保ないし深耕を行なうこと5),すなわち研究開発上の稀少資源の確保と並
んで現地市場の開拓(輸出機会の拡大)のために行なわれる.
この論文で扱う技術導入を目的とした研究提携先の選別問題に関する研究
はあまり行なわれていないが,比較的近い実証研究として古井(2001)があ
る.これは多国籍企業が海外で遂行する研究開発の形態(単独研究または共
同研究)の選択問題を取り上げたものである. StopfordandWells (1972),
Caves (1982)の分析枠範に基づく企業規模や海外経験などの企業属性に関
する要因に加え,研究開発リスクや研究成果の専有可能性など研究開発固有
の要因を用い,日本企業の北米における研究活動について推定した,ここで
は共同研究を資本関係のある研究開発合弁会社に限定していたのでサンプル
データ数に制約があったが,企業属性の影響は認められなかったものの,研
究開発に関する要因の説明力は確認された6).
共同研究については,実際,資本関係を伴わないものが相当行なわれてい
ることが中原(2000)で確認されており,近年増大傾向にある…　また,社外
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での技術や能力を活用し,社内研究開発と組み合わせるといった形の,技術
導入とオーバラップするものがある.この論文では.このような側面を捉え
るためのシンプルなモデルにより,企業属性の影響を考察することにしたい.
企業属性の影響の仮説の背景として2つ述べておく.
いま海外の現地企業が独自技術の開発で先行し,先導的な地位にあるとし
よう.その技術の導入を目的に研究捉携が行なわれる場合,技術開発企業と
潜在的な技術導入企業は次のような戦略的な状況に直面することになる.技
術開発企業は独占的地位を利用し,技術にもっとも高い買付価格(入札価
格)を付けた企業に販売(供与)するのが合理的と考える…　そのため潜在的
な技術導入企業間で「買付価格提示」競争7)が行なわれることになる.ここ
で企業規模の影響が重要となる.技術導入にともなう費用を企業間で一定と
すれば,規模の大きい企業は一般的に市場シェアが高いので,新技術を既存
製品に応用して得る利潤がより大きいことから,規模の小さい企業よりも高
い買付価格を提示することができる立場にある.すなわち,規模が大きいほ
ど,あるいは市場シェアが大きいほど,新技術を導入することで得る追加利
潤はより大きくなる.したがって規模が大きいということは技術の買付価格
をより高くオファーすることができるということであり,規模の大きい企業
ほど研究パートナーとして選ばれる可能性は高いと考えられる.
規模の大きい企業の方が有利な立場にある別の理由として補完的資産の保
有があげられる.技術導入のし方には,技術の完成度によって,開発企業か
ら特許で保護された図面をそのまま供与してもらういわゆるライセンシング
方式と,前述したような共同研究を通じて行われる方式がある.後者の場
合,開発技術の完成度をより高める試験設備,市場価値をより高める上で必
要なマーケティング・ノウ-ウなどの無形資産,上市する上で必要な生産設
備や販売網などの補完的資産を開発企業に代わって提供できる企業は魅力的
に映るであろう.このような資産は,多くの場合,大企業が保有している.
ハイテク産業においてたびたび大企業がベンチャー企業と組んで共同研究が
行なわれているが,ベンチャー企業は技術革新を促進する要素技術を提供
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し,大企業は資本,試験設備などを提供している8).したがって無形資産や
補完的資産の保有状況によっても研究パートナーが選別されることになる.
ただし,このような研究開発の無形資産,補完的資産の保有については次節
で示すモデルのなかに考慮されていない.
ところで,研究開発の成果である技術知識を取引するにあたっては,公共
財的な性格と情報の非対称性という問題がある.そのため成果の専有と帰属
が不安定になりやすく,機密を保持できるかが懸念される.また新技術の市
場での正味価値が開発企業以外に分からない場合,技術の買手企業は過小評
価しがちである…　さらに研究パートナーが最大限の努力を払わない恐れ,輿
約や意思決定に手間と費用がかかりすぎることも懸念される9).これらは技
術導入・研究提携それ自体にマイナス効果となるであろう…
第3節　モ　デル
以下に示すモデルは,技術の売手企業(技術開発企業)にオファーされる
金塀が,潜在的な買手企業(技術導入企業)の属性および市場要因(技術開
発企業が存在する国すなわちホスト国の規模)の特徴によって変化する構造
をとる.技術導入企業は前述したように技術導入効果と市場浸透効果を通じ
て利潤を拡大するが,前者はグローバルな生産販売活動から発生する利潤,
既存製品または特定事業部門の生産コストを引き下げることから生じるもの
とする…　後者は未開拓なホスト国市場への参入効果,ホスト国市場から得ら
れる利潤のことである…　なお,多国籍企業化かすすんでいる企業はど前者の
効果が新技術から得られる利潤の大きさを決める上で重要かもしれない…
技術導入後の追加利潤の大きさは海外生産販売拠点の有無によっても異な
る状況を想定している.ホスト国での生産販売拠点を持たない企業の場合,
グローバル需要にホスト国での需要が追加されることになり,技術開発効果
と市場浸透効果の両方を得る…　他方,生産販売拠点のある企業の場合,ホス
ト国での需要はグロ-バル需要の一部に含まれるので市場拡大による追加利
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潤は発生しないものと仮定する…
技術取引ないし技術売買は当事者間の交渉によって決まるが,その過程で
情報の非対称性や機会主義が起こりうるため取引コストを考慮する必要があ
る.したがって,技術導入から得られる買手企業の追加利潤は,グローバル
市場(新技術を体化した製品のホスト国を除く世界市場)から得られる利潤
にホスト国市場で得られる利潤を合わせたものから,技術導入…研究提携に
かかるコストを除いたものに等しくなるであろう.
国内には,複数の企業が存在し,差別化された製品が供給されているもの
とする…　各企業は右下がりの線形の需要曲線に直面しているものとする.こ
こでは海外から導入する技術はコスト削減的なタイプを想定していることか
ら,技術導入それ自体が独占的地位を与えることにはならない.技術導入企
業は単位当りの生産コストが引き下げられることになる.技術は1杜のみに
供与されるのでその他の企業の生産コストに変化はない.買付価格提示競争
あるいは技術導入競争が行なわれているとき,もっとも高い価格をオファー
した企業に対して技術が販売(供与)されることになるが,技術導入による
追加利潤が前述のコストを上回ることが,取引成立の条件となる.
技術導入による追加利潤が,企業属性,市場要因の影響によってどのよう
に変化するのかを示そう.まず,ホスト国での生産販売拠点のある企業の場
合を考える・グローバル市場での需要関数をps-^-K　と表す・限界収入
はMR-a,-2bAである,限界費用はMC-AC-c (一定)を考える・利潤
最大化の条件(MR-MC)はaE-2bA-cとなる・そのときの供給量はqg*-(ag
-C)/2bEと表される・価格はp*-(aa+c)βとなる.したがって技術導入前の
利潤Rgは
(1) R^KvhA/'2-c]q/-[(a -c)/2]<L
も'6.
技術導入後の限界費用をMC-(1-d)Cとする…　ここでdは生産コストの
削減率を示す・この場合の利潤最大化の条件は, a -2b。CL-(l-d)cとなる・
そのときの供給量はq/*-[*e翻(l-d)c]/2b -cL*+(cd/2bJと表される・価格
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はpg'翻-【aE十(1-d)Q/2となる・したがって技術導入後の利潤Rg'は
(2) r;-{【vKトーd)c]β-Cl -d)c}{【a -(l-d)cy2b[r}
= (【a -(l -d)cV2}【V +CO〟2bJ]
である.
次に,ホスト国での生産販売拠点のない企業については,前述のグロ-バ
ル需要にホスト国での需要が追加されることになる.ホスト国での需要関数
をPh-ah-h*%とすれば, MR-ah-2bhqhと表される. MC-(1~d)Cより,
利潤を最大化する供給量をqh*とすると,ホスト国での利潤Rhは,
(3) Rh-{[ah-(トd)cy2}qh*-α
である.ここで, αはホスト国市場への製品供給を行なう場合に追加的に発
生する費用である.
以上の関係から技術の買付(入札)価格は,
(4) B-iy-Rs+sR.-TC
として表される,ここで　r;-^は,技術の導入によりグローバル市場か
ら得られる追加利潤の大きさを示す. Sはホスト国での生産販売拠点の有無
をみるダミ-変数で,拠点のない企業は1,拠点のある企業は0をとる,
TCは技術導入・研究捷携にかかわるコストを示す,
(4)式に. (1)式から(3)式を代入して整理すると,
(5) B-(cd/2){qg*+[ag-(l -d)c]/2bg}+s{【ab-(l-d)c/2]<h翻~a}-TC
が得られる.
(5)式から買付価格の水準に影響を与えるものは,生産コストの削減率,供
給亀技術の潜在的市場規模であるI dとqE硬が大きくなるほど,買付価格
が引き上げられることがわかる… qJはグローバル市場が得られる利潤にか
なり影響を与えるため,規模の大きい企業ほど技術を獲得する上で有利な地
位にあるという仮説を,このモデルから一応確認される.ホスト国での生産
販売拠点をもたないS-1の場合,潜在的市場規模が買付価格を引き上げる
方向に働くことがわかる…　ホスト国が大国ケースであれば現地市場から得ら
れる利潤はより大きいことから,企業親株の影響はますます重要になる…
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第4節　おわりに
多国籍企業の研究開発グローバル化戦略において,自社研究の分散化と同
様に外国企業との研究提携(共同研究…研究委託)を通じた技術導入は技術
能力の向上をはかる上で重要性なものとなる.研究開発プロジェクト全体に
占める研究提携の割合は戦略の違いによって幅があるが,実際に研究捷携が
行なわれるかどうかにおいて企業間格差が生まれてくる.この論文では,外
国企業との研究提携を技術導入の側面からとらえ,提携を有利に進めること
が可能な企業の特徴を,技術の買付(入札)価格をめぐる交渉力に着目して
説明するシンプルなモデルを提示した.分析結果からは,買付価格の水準は,
企業規模に依存していることを示した.また,技術導入・研究提携を行なう
相手国での生産販売拠点の有無にも影響されることから,進出戦略と関連づ
けた意思決定が必要になるということが示唆されたと思われる.
以上述べてきたことは,日本の製薬産業について意味をもつかもしれな
い,日本の製薬メーカーはこれまで,国内市場が規制により保護され,また
医療費で測った市場規模はアメリカに次ぐ世界第二位といった恵まれた環境
のなかで経営を行なうことができた.しかしながら薬価の段階的な引き下げ,
規制緩和による新規参入,研究開発の制約要因10)によって国内依存経営で
は持続的な企業成長が見込めない状況に直面している.世界の医薬品市場で
は,資本金や収益力,研究開発投資帝において日本企業を遥かに凌ぐビッグ
カンパニーが洗い合っている11).また新薬の素となる化合物探しの争奪戦が
繰り広げられている…　このような競争環境のなかで,海外依存度を高めてい
く日本の研究開発指向型企業にとっては,海外の創薬ベンチャー,大学機関
などとの技術導入・研究提携を通じて自らの技術能力を高めていく必要があ
ることはいうまでもない.近年,日本の製薬メ-カ-同士の製品捷携,研究
提携が行なわれようになり,企業再編への機運が高まりつつある.研究提携
の機会を海外に拡げる意味においても企業規模の戦略的な重要性は高まると
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考えられる.
【注】
1 )柿(2001)は海外研究開発拠点と本国研究所間での研究開発体制を論文発表状
況と特許取得状況から捉え,研究開発拠点間の研究分担と企業内知識移転プロ
セスの実態を解明した,
2)バイオ産気　製薬産業における事例が.科学技術政策研究所編(2004)で紹介
されている.日本企業についてみると,技術導入.研究提携(約1600件)の
内訳は,共同研究が46%,研究委託が24%,技術導入が30%であった.なお,
共同研究,研究委託,技術導入は一般的に以下のように定義される.
共同研究:全員参加型が基本.対等に共同して取組む.研究費や研究員派遣な
どを分担する.成果の帰属は参加主体によって異なる.
研究委託:研究開発は受託先が中心になって行なう.成果は受託元企業に帰属
が原則.
技術導入:研究の全体またはその主要部分が終了している…　特許化された技
術,または特許化されていないが何らかの形で専有されている技術
の導入が対象になる.開発向け技術導入(商品化のためには,導入
後にその企業で研究開発を行なう必要あり)と販売向け技術導入(商
品化のための開発もほとんど終了しており,すぐに生産・販売に応
用できる)にわけられる.科学技術政策研究所編(2004)を参鳳
3)安田(2004)は,共同研究成果の構造を所属機関別にみた執筆状況(共同論文
の構造)を次の4つの形艶(1)自社海外研究部門所属著者による論文, (2)自社
海外研究部門所属著者と海外大学所属著者による論文, (3)自社海外研究部門所
属著者と大学以外の海外研究検閲所属著者による論文, (4)自社国内研究部Flあ
るいは事業部門所属著者と自社海外研究部門または事業部門所属著者による論
文に仕分け, E]本企業140社を調査した結果.業種および企業間で回答バク-
ンに遣いが存在することを見出した.
4)研究開発国際化の動機(供給要田と需要要因)とは何か,海外研究所の活動が
企業全体の技術能力を向上させているのか,研究開発のネットワ-ク構造と企
業内知識移転プロセスは一体どのようなものかについては, Iwasa and Odagiri
(2004),柿(2001)を参照されたい.
5 )開発形態選択に及ぼす影響は,特許操護の程度は単独研究を選択する可能性を
高めること,鼓合他社数,代替技術の存在,研究開発経験は,競合他社教の影
響は酸味であるが単独研究にプラスの影響,代替技術は共同研究の可能性を高
め,研究開発経験豊富な企業は単独研究を選択する可能性が高いことが認めら
れた.
6)この事例として,武田薬品工業が,米国バイオニューメ.)ック・ファーマシュ-
ティカルズ社との共同研究を通じて得た新薬杏,米国販売子会社を通じて販売
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するケ-スがあたる.武EEl薬品=業株式会社(2004) 『第128期　中間事業報
告書』 15ページを参鳳
7)技術供与先の選択は,パ-トナ-間の交渉の結果で決まるものと考える.ある
技術を開発・保有している企業(海外企業)がl社,国内には技術導入をはか
る企業が複数存在し,技術の潜在的利潤の程度,研究提携における貢献,相手
企業に不足している資源の提供を通じて交渉が行なわれるものとする.以下で
示すモデルでは議論を単純化するため研究揖携における貢献や資源提供は考慮
されていない.
8)近年,バイオベンチャーと大手医薬品メ-カ-との共同研究が非常に盛んであ
ることを示したものとして科学技術政策研究所編(2004)がある.
9)資本関係を有する共同研究は,このような問題を回避するために用いられてい
ると思われる,パートナー間での移転コストが高くつく場合,資本関係を構築
しない限り自らの技術を手渡そうとはしないと考えられる.
10)医薬品メ-カ-は毎年1,000億円前後を新薬の研究開発に投資するが,ヒット
商品は減る一方で,政府の審査基準が厳しくなり,開発中止に追い込まれる
ケースが増えている.
ll)欧米の主要製薬メーカーの研究開発や技術導入・研究擾携の実態については,
Bowonder et al (2003)を参照されたい.
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The Globalization of Multinational Enterprise R & D and Procurement of Technology
Hitoshi Furui
This paper studies overseas research ventures undertaken by multinational enterpns-
es, focusing on the selection of a rese;びdi partne:L R & D alliances (1…e. COmmissioning R
& D, Joint R & D) Technology acquisitions (licensing in), outsourcing, and M & A be-
tween Japanese丘rms and foreign血蝣ms are increasing due to global mega competition. R
& D alliances have become more and more important not only缶蝣om the viewpoint of
comparative advantage strategy but also from procurement of technology.
R & D alliances have been made not only among large飯蝣ms but also between venture
飯ins and large丘irms. Why have large丘irms been swept away? Why have large Japanese
伝rms engaged in research overseas and participated in R & D joint ventures? Is it related
to the behavior of large血ms? The question is dealt with theoretically, focusing on the
foreign technology owner. The foreign血m possesses the scientific knowledge or tech-
nology, and necessarily selects its preferred partner, which will be the血m that is eager
to pay the highest bid price for technology. Large丘irms are able to bid more than small
伝rms. Because large五inns (with a I喝;er market base) will e肝a more丘om the new tech-
nology than small丘inns. Therefore large血ms are o:氏;en the preferred partner.
